




⑧ジェトロの平成 25 年度のＲＩＴ（地域間交流）事業の事前調査事業に引き続き、今年度はＲＩＴ事業の

本事業に採択され、５月には県内食品加工関連企業及び食品加工機械関連企業等が参加し、第１回国内

研究会を開催しました。また、同じく５月に台湾から台日産業連携推進オフィス（ＴＪＰＯ）の幹部等

が来県し、県内企業との意見交換や企業訪問を行いました。さらに、７月には、台湾を訪問し、本県と

ＴＪＰＯとの産業連携に関する覚書（ＭＯＵ）に基づく今後の取組の進め方について、ＴＪＰＯ執行長

等と意見交換を行いました。今後は、台湾産業のニーズを捉えながら、食品加工関連以外の分野へ連携

の取組を展開していく必要があります。 

⑨県内環境関連企業の海外展開の足掛かりとするため、国際協力機構（ＪＩＣＡ）や環境省等の事業への申

請について、ＩＣＥＴＴや三重県海外ビジネスサポートデスクと連携して支援を行いました。また、中

部経済産業局やＩＣＥＴＴ等関係機関と中部地域における環境ビジネスの海外展開等について、意見交

換及び情報共有等を行いました。今後は、平成 25年度に共同宣言を行ったブラジルについて、ＩＣＥＴ

Ｔのネットワーク等を活用し、環境に係る課題やニーズを調査・把握するとともに、インド、アセアン

については、ミッションにおいて構築したネットワークをさらに強化していくなかで、今後の展開につ

なげていく必要があります。 

⑩出前商談会について、従来からの自動車等の分野に加え、航空機、工具等の新しい商談分野を開拓し、

９月末までに６社での商談会（展示会方式、面談方式）を開催しました。なお、商談会等できっかけを

創出しても、商談がスムーズに進まない場合もあることから、その理由を把握・整理し、支援する必要

があります。 

⑪航空宇宙産業について、平成 26 年６月に、県内から新たに３社が国際戦略総合特区「アジア No.１航空

宇宙産業クラスター形成特区」に参画し、県内で計 10社となりました。航空宇宙産業は今後成長が期待

されている産業であることから更なる産業振興を図っていくため、８月に産学官の有識者からなる「み

え航空宇宙産業研究会」を設置し、９月に第１回研究会を、10月に第２回研究会を開催しました。今後

は、同研究会の議論を踏まえ、本県の独自性を生かした取組を検討していく必要があります。 

⑫「メイド・イン・三重ものづくり補助金事業」について、１次募集では６件の事業計画を承認し、交付決

定を行い（８月）、２次募集では２件の事業計画を承認し、交付決定を行いました（10 月）。今後も、こ

れまで支援してきた中小企業のフォローアップ等について、引き続き行っていく必要があります。 

⑬「中小企業連携体高度化支援事業」について、４つの企業連携体の取組を承認しました。なお、当該事業

で支援した企業に対しては、国の「下請中小企業・小規模事業者自立支援対策補助金」等への応募も促す

など、連携体の活動が促進されるよう引き続き支援していく必要があります。 

⑭三重県と北海道の産業連携について、７月に札幌で開催された「ものづくりテクノフェア 2014」に参加

し、本県企業と北海道大学との共同研究の成果等を北海道で紹介し、北海道の物流関連業者とのつなが

りが構築されました。今後も連携を深める中で、産業振興を図っていくことが必要です。 

⑮地域を支えるすばらしい経営を実践されている中小企業を顕彰するため、「三重のおもてなし経営企業

選」表彰制度を創設し、公募・審査を行い、11月に表彰式を実施しました。 

⑯県内企業の海外・大都市圏で販売可能な県内食品の開発を支援するため、行政機関、支援機関、事業者

等が参加した研究会を、伊賀地域など県内４地域で開催しました。また、地域資源を活用して新たな食

品素材や食品を開発するためのニーズ調査や基盤技術の試験を行うとともに、企業と食品資材開発等に

関する共同研究契約を締結し研究を始めました。今後、食品の加工技術や試作品を開発するとともに、

開発技術の普及を図る必要があります。 

⑰平成 26 年 10 月末時点の県単融資制度の新規融資実績は、534 件、約 63 億円であり、県単融資制度につ

いては、多くの中小企業に利用されています。国内経済が本格的な回復に向かう中、県内中小企業の資

金ニーズは落ち着いてきたものの、県内中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しさが続くと見込

まれることから、資金供給を円滑化し、中小企業が経営の安定を図ることができるよう引き続き支援し

ていく必要があります。 







②三重の活力を高める企業誘致促進事業（一部） 

   予算額：(26) ３，５８５千円 → (27) ２，８１５千円 

   事業概要：成長分野の産業やマザー工場化への支援、マイレージ制度の導入などを柱とする投資促進

制度を活用し、医療・健康、航空宇宙等の分野における投資や高度部材の生産に係る投資、

マザー工場、研究開発施設の立地などに対して支援を行います。特に、航空宇宙関連分野

については、県内での産業クラスターの形成に向けて、関連産業の投資を進めます。また、

三重県の持つ魅力的な観光資源などを活かし、雇用や地域経済への波及効果の高い施設を

ターゲットに、「サービス産業」の誘致にも取り組みます。 

 

  ③外資系企業誘致促進事業 

   予算額：(26) １６，２６７千円 → (27) ６，５５５千円 

   事業概要：国際的な競争力や先端の技術等を有する外資系企業の誘致に向け、ＧＮＩやジェトロなど

の関係機関と連携しながら、これまでの海外ミッションで構築したネットワークを活用し、

県内の操業環境に関する情報発信を進めるとともに、外資系企業誘致セミナーの開催など

積極的に取り組みます。 

 

  ④県内中小企業海外展開促進事業 

   予算額：(26) ３４，３５７千円 → (27) ３６，９４５千円 

   事業概要：中国及びアセアン地域を対象にした海外展開支援拠点を活用するとともに、産学官金が一

体となって設置した「みえ国際展開推進連合協議会」を核として、本県がネットワークを

有する国・地域との連携・交流の機会を創出し、県内中小企業・小規模企業の海外展開を

促進します。 

 

  ⑤（新）航空宇宙産業海外連携事業 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) １０９，９１２千円 

   事業概要：これまでの経済ミッション等により締結したアメリカやインドとの産業連携にかかる覚書

等の具体化を進めるとともに、これまで構築した産業連携にかかるフォローアップ及びヨ

ーロッパ等とのネットワークの新規開拓や深化、並びに外資系企業誘致にかかる経済ミッ

ションを行うことで、三重県における航空宇宙産業の振興を促進します。また、ジェトロ

海外事務所と連携し、国際人材の育成を図るとともに、支援体制の強化を図ります。 

 

  ⑥国内販路開拓支援事業 

   予算額：(26) ８，０２４千円 → (27) ５，０３７千円 

   事業概要：川下企業との出前商談会の開催等により、中小企業・小規模企業の販路拡大の機会を創出

し、新たな取引先の開拓を支援するとともに、川下企業のニーズの把握や、ネットワーク

の構築・強化を図ります。 

 

  ⑦ものづくり技術高度化支援事業 

   予算額：(26) ４５，９１３千円 → (27) ３３，２９２千円 

   事業概要：ものづくり中小企業・小規模企業の研究開発や技術力の向上及び新しい市場開拓を促進す

るため、県や研究機関を中心とした支援ネットワークを構築して、企業のかかえる課題を

抽出することにより、経営戦略策定から技術開発まで一貫して支援します。 

 

 



  ⑧（新）航空宇宙産業振興事業 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ６８，６００千円 

   事業概要：航空宇宙産業において、県内企業が新規参入や事業拡大するために必要な人材育成や参入

支援、事業環境整備について、総合的に支援します。 

 

⑨中小企業連携体高度化支援事業 

   予算額：(26) ３，１３１千円 → (27) ２，４２２千円 

   事業概要：県内ものづくり中小企業等による連携体活動の高度化、自立化に向けた支援に取り組みま

す。また、地域を越えた連携として、北海道のものづくり企業及び一次産業生産者と県内

企業における地域資源を活用した農商工連携を通じ、安全・安心な高付加価値産品の創出

や新たな販路開拓の取組について支援します。 

 

⑩みえ産業企業選事業 

   予算額：(26) ９３７千円 → (27) １，１５３千円 

   事業概要：地域の経済をけん引し地域社会の持続的な形成や維持に寄与している県内の中小企業・小

規模企業のうち、優れた経営を実践している企業を顕彰し、その魅力を情報発信します。 

 

⑪海外・大都市圏を目指すグローカル食品の開発促進事業 

   予算額：(26) １，５３１千円 → （27） １，２２９千円 

   事業概要：三重県内のみならず、海外や大都市圏においても販売可能な県産食品を開発するために、

多様な主体とともに、研究会や共同研究等を行い、広域流通を踏まえた技術開発や試作品

づくりを行います。 

 

  ⑫（一部新）中小企業金融対策事業（一部） 

   予算額：(26) ５，１０６千円 → (27) ５，５３４千円 

   事業概要：県内中小企業・小規模企業の金融の円滑化を図るため、金融機関の協力を得て、信用保証

制度を取り入れながら、県単融資制度を運用し、中小企業・小規模企業の維持・発展を図

ります。 

 

  ⑬（一部新）伝統産業・地場産業新たな市場開拓促進事業（一部） 

   予算額：(26) ８，３１１千円 → (27) ９，７２４千円 

   事業概要：伝統産業・地場産業の直面する、ライフスタイルの変化等による需要の低迷や消費の縮小

などの課題に対応していくため、県内外で活躍するデザイナー等との連携を通じて、県内

事業者の新商品の開発を行うとともに、事業者の規模に応じた商品の開発・改良から流通

までの一貫したデザイン戦略を活用した支援を行い、大都市圏及び海外を視野に入れた販

路拡大などの取組を推進します。 


